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中国電力株式会社島根原子力発電所２号炉の再稼働に向けた政府の方針に 

ついて（回答） 

 

令和３年９月１５日付２０２１０９１５資庁第１号で理解要請のあったこのことに

ついては、下記事項について申し入れます。 

また、中国電力から平成２５年１１月２１日付電原総第２４号で報告のあった「原

子炉等規制法の改正に伴い新たに施行された規制基準に係る安全対策」については、

了解する旨回答しました。 

ついては、貴職におかれては、下記事項について、関係省庁と連携し、政府として

適切な対応を強く求めます。 

 

記 

 

１ 島根原子力発電所２号炉の安全確保については、今後行われる工事計画認可等所要

の法令上の手続きについて、関係事業者等の安全管理体制も含め、厳格な審査等を行

うこと。併せて、原子力発電所の安全性に関して新たな知見を得たときは、規制基準

を速やかに見直すとともに、その内容について県民に分かりやすく説明し、厳格な審

査を行うこと。 

２ 中国電力が行う島根原子力発電所２号炉の再稼働については、政府を挙げて安全が

必ず確保されるよう厳しく指導監督を行い、再稼働に係る安全の確保については政府



 

 

が責任をもって対処すること。さらに、万が一事故が発生した場合には、全責任をも

って賠償すること。 

３ 中国電力が行う島根原子力発電所の汚染水対策を、適切に実施させること。 

４ 使用済燃料の最終処分については、確実に実施できるよう国が前面に立って責任を

もって対処すること。 

５ 再生可能エネルギーの主力電源化を進め、再生可能エネルギーの導入を効果的に進

めるなど、可能な限り原発依存度の低減に向けて対策を講じること。 

６ 鳥取県、米子市及び境港市における島根原子力発電所の安全対策、原子力災害時の

避難対策等について、政府内で調整を図り、関係省庁において適切な財源措置を講ず

ること。その際、ＵＰＺにおける原子力防災体制を一層強化するため、原子力防災支

援基地の早期整備をはじめ、原子力防災対策に必要な財源を確保し措置すること。 

７ 原子力防災体制の確立に当たり、避難計画の実効性を更に深化させるため、島根地

域原子力防災協議会などを通じて、引き続き国が責任をもって取り組むこと。 

８ 今後再稼動を進めるに際しては、周辺地域の声が確実に反映される法的な仕組みを

整備し、同意を求める範囲等、周辺自治体の位置づけを明確にすること。また、立地

自治体のみならず周辺自治体も同等の原子力防災対策を行わなければならない制度

と実情にある以上、周辺自治体のこうした現実に対して見合うよう相応の財政的配慮

を制度化し実行すること。 

９ 島根原子力発電所の事故時の避難では、島根県からの避難者も弓ヶ浜半島を通過す

る計画となっている。円滑な避難を行うためには、米子境港間の高規格道路が必要で

あり、早期に整備を行うこと。 

10 原子力発電所に対する武力攻撃について、これへの対処、十分な安全対策、原子力

防災対策に係る関係法令等の内容の検証を行うこと。また、その内容については、県

民に分かりやすく説明するとともに、外交等を通じて毅然として対処しその抑止を図

り、併せて原子力発電所への武力攻撃に対して防御するため、自衛隊による対処も含

め万全を期すこと。また、原子力発電所への武力攻撃などが懸念されるような事態と

なった場合には、原子力事業者に対し運転停止を迅速に命じることとし、特に緊急を

要する場合は、原子力事業者が直ちに運転を停止できるよう事業者の指導を行うこと。

さらに、原子力発電所に対する武力攻撃時の住民避難等について、国民保護法に基づ

く国民保護措置をはじめとした対策を万全に実施できるよう、政府で責任をもって体

制構築と現場支援を行うこと。 

 


